
 

 

総務文教常任委員会審査日程 
 

日 時  平成２９年５月２６日(金) 

    午前１０時 

場 所  第１委員会室                

～審査内容～ 

１ 議案第４７号 平成２９年度山陽小野田市小型自動車競走事業特別会 

計補正予算（第１回）について（公営） 

 

２ 承認第２号 山陽小野田市税条例の一部改正に関する専決処分につい 

て（税務） 

 

３ 承認第３号 山陽小野田市都市計画税条例の一部改正に関する専決処 

分について（税務） 



歳入額 千円

歳出額 千円

差引額 千円

歳入額 千円

歳出額（前年度繰上充用金を除く。） 千円

差引額 千円

３．１.２号交付金猶予分（見込額）
千円

平成２８年度交付金猶予分交付額　　ア 千円

千円

４．リース料（見込額）
千円

平成２８年度返済額　イ 千円

千円

５．累積赤字額
千円

千円

千円

６．３つの債務解消額（上記３．４．５より）
千円

千円

千円

７．施設改善基金
千円

平成２８年度積立額 千円

千円

平成２８年度取崩額 千円

・当該年度増減額 千円

千円

８．財政調整基金

千円

平成２８年度積立額 千円

利息積立額 千円

平成２８年度取崩額 千円

・当該年度増減額 千円

千円

▲ 155,377

平成２８年度山陽小野田市小型自動車競走事業特別会計決算見込み　その１

１．平成２８年度　歳入･歳出決算

8,138,268

9,225,847

▲ 1,087,579

（繰上充用額　　１０億９，０００万円）

２．平成２８年度単年度収支

8,138,268

8,293,645

平成２７年度末累積赤字額 932,201

平成２７年度末猶予残額 279,000

130,000

平成２８年度末残額見込額 149,000

平成２７年度末残額 767,134

平成２７年度末３つの債務総額 1,978,335

38,357

平成２８年度末残額見込額 728,777

平成２８年度解消額（上記　①）　ウ ▲ 155,377

平成２８年度末累積赤字残額 1,087,579

（繰上充用額）

平成２８年度３つの債務解消額（ア＋イ＋ウ） 12,980

平成２８年度末３つの債務残額 1,965,355

平成２７年度末（５月末）残額【財政対応分含む。】 455,954

4

0

利息積立額【財政対応分0円含む。】 13

8,629

▲ 8,616

平成２８年度末残額 447,338

平成２７年度末（５月末）残額 115,959

0

4

0

平成２８年度末残額 115,963

平成２９年５月２６日　　　公営競技事務所



●開催に係る収支
【単位　千円】

項　　　　目 歳　　　入 歳　　　出 備　　　　考

①

入場料収入 3,087 Ｈ２５年度から特別入場料のみ

場外事務協力費 291,907

その他収入 39,916 事故金、雑入、貸付収入

② 義務的経費 義務的経費の合計：5,549,286

　払戻金 5,384,867

　交付金 164,419 うち１.２号交付金の合計：125,877

公営競技納付金 0 ※枠取分

③ 開催経費 開催経費の合計：1,910,112

　賞典費 506,548

　事務協力費 606,492

　返還金 26,070

　その他開催経費 721,002

（収益保証） 50,000

④ その他支出

⑤ 包括的民間委託料 609,813 ※日本写真判定

⑥ 合　　　　　　計 8,069,211 8,069,211

●開催以外に係る収支
項　　　　目 歳　　　入 歳　　　出 備　　　　考

⑦ 基金繰入

財調基金繰入金 0

施改基金繰入金 8,629 ※耐震工事実施設計委託料へ充当

社会資本整備総合交付金 5,884 ※耐震工事実施設計委託料へ充当

財政調整基金利子 4

施設改善基金利子 13

（収益保証） 50,000

⑧   特例交付金支払 130,000 ※特例交付金平準化（Ｈ２９年度まで）

リース料 38,357

  耐震工事実施設計評価手数料 821

　耐震工事実施設計委託料 13,692

　地域公益事業 8,680

財政調整基金積立金 4

施設改善基金積立金 13

前年度繰上充用金 932,201

固有経費 32,382

⑨ 合　　　　　　計 64,529 1,156,149

●重勝式に係る収支
項　　　　目 歳　　　入 歳　　　出 備　　　　考

⑩ 新重勝式発売金 54,528 Ｈ２９．１２．１４から発売開始

⑪ 義務的経費

新重勝式払戻金 38,170

交付金 273

⑫ 開催経費

開催場負担金 322

特別拠出金 5,180

⑬ 発売業務委託料 6,543

⑭ 合　　　　　　計 54,528 50,487

小型会計歳入歳出合計 8,138,268 9,225,847

168,357

単年度収支額（赤字解消額） ▲ 155,377

12,980

平成２８年度山陽小野田市小型自動車競走事業特別会計決算見込み　その２

（Ｂ）　歳入　－　歳出 ▲ 1,091,619

合　計　（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ） ▲ 1,087,579

債務解消額（特例交付金・リース料の計）

３つの債務解消額

（Ｃ）　歳入　－　歳出 4,041

本場開催発売金
（返還金１億含む）

7,734,300

その他開催経費

（Ａ）　歳入　－　歳出 0
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山陽小野田市税条例の一部を改正する条例 

山陽小野田市都市計画税条例の一部を改正する条例 
専決処分の概要 

 

平成２９年５月 税務課 

 

１ 専決処分日 平成２９年３月３１日 

 

２ 専決処分する理由 

  地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律

第２号）が平成２９年３月３１日に公布され、一部の規定を除き、同年４月

１日から施行する必要があるため、同法に準じ、所要の改正を行う。 

 

３ 専決処分する主な内容 

 (1) 山陽小野田市税条例の一部を改正する条例 

  ア 第３３条 

    特定配当等及び特定株式等譲渡所得金額に係る所得について、損益通

算及び繰越控除等を行うために提出された申告書に記載された内容によ

り、市長が納税義務者の意思を勘案して、所得税とは異なる課税方式（申

告分離課税、総合課税、申告不要）により個人住民税を課税することが

できることを明確化する。 

 

イ 第６１条 

被災者生活再建支援法の対象となる市において、災害により滅失・損

壊した償却資産に代わるものとして市長が認めるものを取得等した場合、

当該償却資産にかかる固定資産税を４年度間２分の１とする。 

※被災者生活再建支援法とは、自然災害によって生活基盤に著しい被

害を受けた人に対して、都道府県が被災者生活再建支援金を支給す

るための措置を定めた法律。 
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ウ 第６３条の２ 

高さが６０ｍを超える建築物のうち、複数の階に住戸が所在している 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

      

    ※改正前 

各住戸の税額＝一棟全体の税額× 
各住戸の専有床面積 

専有床面積の合計 

       ●高階層、低階層とも床面積が同じであれば税額は同じ 

    ※改正後 

各住戸の税額＝一棟全体の税額× 

各住戸の 
専有床面積 × 階層別専有 

床面積補正率 

専有床面積の合計 

 

エ 第６３条の３ 

被災市街地復興推進地域に定められた場合には、震災等発生後４年度

分に限り、所有者の申出により発生前の共用土地に係る税額の按分方法

居住用超高層建築物の各住戸の固定資産税(都市計画税)については、

一棟全体の固定資産税額を各区分所有者に按分する際に用いる各住戸

の専有部分の床面積に、住戸の所在する階層の差違による床面積当た 

りの取引単価の変化の傾向を反

映するための補正率（最近の取

引価格の傾向を踏まえ、居住用

超高層建築物の１階を１００と

し、階が一を増すごとに、これ

に、約０．２５６を加えた数値）

を反映させることにより計算す

るが、天井の高さ、附帯設備の程

度等について著しい差違があれ

ば、現行の区分所有に係る家屋

と同様に、区分所有者全員の協

議による申出によって、差異に

応じた補正を行う。 
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と同様の扱いを受けるようにする。 

※被災市街地復興推進地域は、大規模な災害により相当数の建築物が

滅失した場合に、土地区画整理事業等を実施することを目的に、市

町村の都市計画で定めるもの。 

 

オ 第７４条の２ 

災害により住宅が滅失・損壊した場合、被災日の属する年の１月１日

を賦課期日とする年度分の固定資産税（都市計画税）について住宅用地

の特例が適用されていれば、被災後に住宅用地として使用することがで

きない事情を申告することにより、住宅用地とみなして固定資産税（都

市計画税）の課税標準の特例を最長２年間適用するのを、被災市街地復

興支援地域については、４年間に延長する。 

※住宅用地の特例 

・小規模住宅用地（住宅等の敷地で２００平方メートル以下の部分） 

       固定資産税：価格×１／６ 都市計画税：価格×１／３ 

・一般住宅用地（住宅等の敷地で２００平方メートルを超える部分） 

       固定資産税：価格×１／３ 都市計画税：価格×２／３ 

 

カ 附則第８条 

免税対象飼育牛（１頭当たりの売却価格１００万円（交雑種は８０万

円、乳用種は５０万円）未満の肉用牛 又は高等登録牛）については、そ

の売却による所得に対する税額が免除され、それ以外の肉用牛について

は、売却価格の合計額を他の所得と分離して一定の税率により税金を計

算するなどの特例の適用を受けることができる市民税の課税の特例につ

いて、適用期限を平成３３年度まで３年間延長する。 

 

キ 附則第１０条の３ 

耐震改修や省エネ改修が行われた認定長期優良住宅に対する固定資産

税の減額制度を創設したことに伴い、申告手続きを規定する。 

※耐震改修が行われた認定長期優良住宅に対する固定資産税の減額 
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措置 

昭和５７年１月１日以前に建築された住宅について、平成２９

年４月１日から平成３０年３月３１日までに耐震改修工事を行

い、長期優良住宅に認定されたものは、改修が完了した翌年度の

固定資産税が３分の２に減額される。 

※熱損失防止（省エネ）改修が行われた認定長期優良住宅に対する固

定資産税の減額措置 

平成２０年１月１日以前に建築された住宅について、平成２９

年４月１日から平成３０年３月３１日までに熱損失防止（省エネ）

改修工事を行い、長期優良住宅に認定されたものは、改修が完了

した翌年度の固定資産税が３分の２に減額される。 

 

ク 附則第１６条 

軽自動車税のグリーン化特例（軽課）について、燃費性能の向上に応

じて対象を重点化した上で、次のとおり適用期限を２年延長する。 

 

改正前(H28.4.1～H29.3.31 取得分)   改正後(H29.4.1～H31.3.31 取得分) 

区 分 軽減率  区 分 軽減率 

電気自動車等 75％軽減 電気自動車等 75％軽減 

2020 年度燃費基準 

+30％達成 50％軽減 

2020 年度燃費基準 

+30％達成 
50％軽減 

+20％達成 +20％達成 
25％軽減 

+10％達成 
25％軽減 

+10％達成 

達成 達成 － 

 

なお、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までに取得した

軽自動車は、平成３０年度の軽自動車税に限り適用され、平成３０年４

月１日から平成３１年３月３１日までに取得した軽自動車は、平成３１

年度の軽自動車税に限り適用される。 
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<軽４輪（乗用・自家用）の場合>  

税率 75％軽減 50％軽減 25％軽減 

10,800 円 2,700 円 5,400 円 8,100 円 

      <軽４輪（貨物用・自家用）の場合> 

税率 75％軽減 50％軽減 25％軽減 

5,000 円 1,300 円 2,500 円 3,800 円 

 

ケ 附則第１６条の２ 

平成２８年に発覚した燃費試験不正問題を受けて、自動車メーカーの

不正に伴う軽自動車税の不足税額について、不正を行った自動車メーカ

ーに不足税額の１００分の１０を乗じた金額を不足税額に加算して、納

税義務を課するなど所要の措置を講ずる。 

 

コ 附則第１７条の２ 

個人が昭和６２年１０月１日から平成２８年１２月３１日までの間に、

その年１月１日において所有期間が５年を超える土地等を、優良住宅地

の造成等のために譲渡した場合の市民税については、一般譲渡（優良住

宅地のための譲渡に該当しない譲渡）による所得と分離して一定の税率

により税金を計算するなどの特例の適用を受けることができる。この適

用期限を平成３２年度まで３年間延長する。 

※一定の税率 

優良住宅地等（法律に基づいて宅地を造成する場合） 

• 課税所得金額が 2,000 万円以下の部分   

4％（市民税 2.4％ 県民税 1.6％） 

• 課税所得金額が 2,000 万円を超える部分 

5％（市民税 3％ 県民税 2％） 

 

 (2) 山陽小野田市都市計画税条例の一部を改正する条例 

附則第１４項 法律の改正に伴う項ズレの改正 


